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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第96期 

第２四半期連結 
累計期間 

第97期 
第２四半期連結 

累計期間 
第96期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 1,884,087 1,141,271 2,776,356 

経常損失（△） （千円） △229,519 △112,721 △458,703 

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益 

（千円） △239,577 △118,726 237,740 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △256,714 △427,072 △91,035 

純資産額 （千円） 3,298,268 3,084,580 3,463,947 

総資産額 （千円） 3,966,472 4,073,427 4,726,398 

１株当たり四半期純損失金額

(△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △0.62 △0.30 0.61 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － 0.61 

自己資本比率 （％） 82.66 74.09 72.90 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △1,135,853 78,222 △1,407,527 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △570,100 △1,282 △581,648 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 845,025 △155,799 1,245,025 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,036,249 1,056,641 1,142,453 

 

回次
第96期

第２四半期連結
会計期間

第97期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 ７月１日
至平成27年
 ９月30日

自平成28年
 ７月１日
至平成28年
 ９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △0.47 △0.10

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 第96期第２四半期連結累計期間及び第97期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（アジア開発キャピタル株式会社）、連結子会社８社および持

分法適用会社２社により構成されており、投資事業を行っております。

 当第２四半期連結累計期間において、事業の内容の変更はありません。なお同期間においてアジア和禾投資株式会

社が連結子会社となりました。

 なお、現在報告セグメントは「投資事業」のみとなっております。

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当社グループは、第95期連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上し

ております。また、当第２四半期連結累計期間においては、引き続き174百万円の営業損失を計上しております。こ

れにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該重要事象等を解消し、または改善するための対応策等につきまして、「注記事項 （継続企業の前提に関する

注記）」に記載しておりますが、その対応策については実施途上であり、今後の事業環境や経済情勢によっては意図

した効果が得られない可能性もあるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

・新会社設立契約 

当社は平成28年８月23日において、中国和禾投資株式会社との間で共同の事業をするため、合弁会社を設立し運

営する契約を締結いたしました。その概要は以下の通りであります。 

(1)設立する会社の名称、事業内容、資本金 

①商号：アジア和禾投資株式会社 

②事業内容：投資業、コンサルティング業、介護関連施設運営 

③資本金：50,000千円 

(2)設立の時期 

平成28年８月31日 

(3)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

①取得する株式の数：2,750株 

②取得価額： 27,500千円 

③取得後の持分比率：当社55％、中国和禾投資 45％ 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀による景気対策の実施を背景に、景気は緩やかな

回復基調が続いているものの、中国をはじめとするアジア新興国の景気下振れや、円高の進行等による影響が懸念

されるなど、先行きについては不透明な状況となっております。 

このような状況の下で、当社グループは、収益事業の確立によって財務体質を改善すべく、新規投資案件の探索

や既存投資先の業績改善に取り組んでまいりました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、株式会社六合の工事売上高が減少し、当社におき

ましては貸付金利息が発生し、売上高が1,141百万円（前年同期比39.4％減）となり、前年同期と比較して減収と

なりました。営業費用につきましては、有価証券の運用損を計上し、本社部門における経費削減等はありました

が、営業損失が174百万円（前年同期は254百万円の営業損失）、経常損失は112百万円（前年同期は229百万円の経

常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は118百万円（前年同期は239百万円の親会社株主に帰属する四半期

純損失）となりました。

売上高の主な内訳は、株式会社六合の工事売上高1,075百万円、当社における貸付利息52百万円であります。 

 

(2)財政状態の分析

 (資産)

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ652百万円（13.8％減）減少

し、4,073百万円となりました。 

主な増減は、現金及び預金の減少85百万円、当社における有価証券の減少285百万円、投資有価証券の減少201

百万円、また関係会社長期債権の減少49百万円であります。 

 (負債) 

当第２四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ273百万円（21.7％減）減少

し、988百万円となりました。 

主な増減は、短期借入金の減少305百万円、当社を主とした未払法人税等の減少51百万円、また株式会社六合

における未成工事受入金の増加100百万円であります。 

 (純資産) 

当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ379百万円（11.0％減）減少

し、3,084百万円となりました。 

主な増減は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上による利益剰余金の減少118百万円、その他有価証券

評価差額金の減少199百万円、為替換算調整勘定の減少109百万円であります。 

 

 (3)キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物（以下

「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し85百万円減少し、1,056百万円となりました。 

 営業活動の結果、増加した資金は78百万円（前第２四半期連結累計期間は1,135百万円の減少）となりまし

た。これは主に税金等調整前四半期純損失112百万円を計上し、法人税等の支払額46百万円があった一方で、有

価証券の減少285百万円、未成工事受入金の増加100百万円があったためです。

 投資活動の結果、減少した資金は1百万円（前第２四半期連結累計期間は570百万円の減少）となりました。こ

れは主に、差入保証金の差入による支出２百万円があったためです。

 財務活動の結果、減少した資金は155百万円（前第２四半期連結累計期間は845百万円の増加）となりました。

これは主に短期借入金の減少178百万円があったためです。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変

更はありません。
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(5)研究開発活動

 特記すべき事項はありません。

 

(6)従業員数

 特記すべき事項はありません。

 

(7)仕入および営業の実績

①仕入実績

 当第２四半期連結累計期間の仕入実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 金額 前年同期比

投資事業 850,261千円 29.0％減 

合計 850,261千円 29.0％減 

 

②受注実績

当第２四半期連結累計期間の受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比

投資事業 893,108千円 28.2％減 1,132,982千円 105.1％増 

（注）なお、受注実績は請負工事に係るものであります。

 

③営業実績

 当第２四半期連結累計期間の事業別収入は次のとおりであります。

セグメントの名称 金額 前年同期比

投資事業 1,141,271千円 39.4％減 

合計 1,141,271千円 39.4％減 

 

(8)主要な設備

特記すべき事項はありません。 

 

(9)経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループが計画する事業戦略や事業展開は、主に投資によるものであり、当初の計画が予定通りに遂行でき

る保証はありません。このため、企業買収、企業提携その他必要な行為を行い、あるいは有効な対策を講じるのが

遅れた場合、または何らかの理由によりこれらを実行し得なかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(10)経営戦略の現状と見通し

当社グループは、下記の経営理念・経営目標・経営方針のもとで、今後の事業展開と収益拡大に邁進してまいりま

す。

 

≪経営理念≫

１．Change（常に変革し続けます）

２．Speed（常に敏速に行動します）

３．Ownership（全ての社員が株主意識を持ち業務に取り組みます）

４．Accountability（企業としての説明責任を果たします）

５．Performance Culture（業績連動の報酬体系を確立します）

 

≪経営目標≫

アジア開発キャピタルグループは、投資事業を通じ、日本およびアジア各国の産業・文化の架け橋として、国

内外の社会への貢献を目指します。また、効率的な事業投資を通じて、当社グループのステークホルダーへの経

済的な貢献を目標とします。

 

≪経営方針≫

アジア開発キャピタルグループは、投資事業を柱として新たな事業を創造するとともに、その収益の最大化に

努めてまいります。これまでの事業展開のあり方を抜本的に見直し、１．非製造業、２．早期にキャッシュ・フ
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ローを取り込める、３．アジア進出もしくはアジア企業との協業を目指している、などの条件を満たしている事

業に投資し、連結収益の最大化を目指します。また、上場企業として、リスク管理の徹底、内部統制機能の強化

に努めてまいります。

 

当社グループの主な事業の現状は下記の通りです。

 

① Mabuhay Holdings Corporationとの協業

当社持分法適用関連会社Mabuhay Holdings Corporation（以下、「MHC」といいます。）は、フィリピン証券取

引所に上場する投資会社です。

MHCは同じくフィリピン証券取引所に上場する不動産開発会社IRC Properties Inc.（以下、「IRC」といいま

す。）の株式の約30％を保有しております（間接保有を含みます）。IRCは、マニラ郊外のBinangonan地方に2,200

ヘクタールの土地を所有しており、3つの宅地開発プロジェクト（Sunshine Fiesta, Fiesta Casitas, Casas 

Aurora）を進行中です。

当社は、平成27年6月3日付で、MHCの株式の39.07％を取得いたしました。同社の株式を取得することにより、同

社の大株主としての立場から、IRCに対してビジネスパートナーとなりうる日本企業を紹介し、両社間のジョイント

ベンチャー等を提案・推進することにより、IRCおよびMHCの企業価値を増大させ、投資収益を得ることができると

判断したためであります。

また、当社は、同25日付で、香港企業Join Capital Limitedから、同社がMHCおよびMHC関連会社Mindanao 

Appreciation Corporationに対して有する貸付債権を取得しております。当該債権からは、利息収入および債権回

収益を計上しております。

今後は、当社が日本やアジアで培ってきた人的ネットワークとMHCが保有するフィリピン国内における投資ノウ

ハウやIRCの宅地開発プロジェクトを組み合わせることで、さらなる収益向上に努めてまいります。

 

② 株式会社六合への事業資金の投融資

当社子会社・株式会社六合は愛知県名古屋市に本社を置く建設会社であり、建築土木の設計・監理・施行等を行

っております。

投融資資金の使途としては、下記を想定しております。

Ⅰ デベロッパー（分譲マンション業者）案件の受注

デベロッパー案件の受注は大きな資金負担を伴いますが、売上高・利益への貢献、知名度・信用度の向上と

いった大きなメリットがあり、耐震技術、最新設備等、施工管理技術の向上のためにも不可欠です。また、ボリ

ューム効果と受注高安定により、協力業者の価格単価も低下することが期待できます。

Ⅱ 大型商業施設案件の受注

支払と入金の時期に差が生じて、協力会社への支払に必要な金額が高額となるため、現状では、資金面での

制約から、受注を断念するか、他社とジョイントベンチャーを組み、一部資金を負担して頂くことにより、売上

高・利益を折半して受注しております。単独受注が可能となれば、売上高・利益への貢献、知名度・信用度の向

上につながるとともに、その他一般案件の受注にも有利に働くといった相乗効果が期待できます。

Ⅲ 収益物件の確保

建設業の特徴である景気変動からの影響を最小限に抑えるため、賃貸住宅、事業用借地等の取得を行い、売

上高の増加と安定を図ります。また、これら物件の所有により、建物・ビル管理業務を自社で行うことが可能と

なり、新事業進出の足掛かりとなります。さらに、中古分譲マンションの一室を取得し、リノベーションにより

付加価値を付けて売却するといった短期転売事業を行うことも考えております。

 

③ デザイア株式会社への事業資金の投融資

当社子会社・デザイア株式会社は不動産仲介・販売会社であり、不動産の仲介・取得・販売を行っております。

平成27年7月以降は、特に不動産仲介ビジネスに注力し、営業活動を行ってまいりました。

具体的には、国内系不動産仲介企業等と合同で、アジア圏の顧客を開拓し、物件売買の仲介につなげることを目

的に、海外現地において日本不動産セミナーを開催いたしました。

しかしながら、今後の事業展開については、中国経済状況の悪化や国内不動産価格の上昇など、不透明性が増大

しているため、事業戦略の見直しを行い、当面は国内不動産取得による事業拡大を見合わせることとしておりま

す。

 

④ 金融業への投融資

当社は、平成28年3月、新たな事業戦略の柱である金融事業の一環として、質屋・古物買取販売事業を営む株式

会社トレードセブン（以下、「トレードセブン」といいます。）の35％の議決権を取得し、同社を持分法適用関連

会社とするとともに、同社に対して7億円の貸付を行いました。
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トレードセブンは、昭和43年の創業以来40年超に渡り営業を展開してきた質屋事業を基盤に、多様な取扱商品を

対象に、法人向け・個人向け両面において質屋・古物買取販売事業を展開しております。

当社は、トレードセブンの関連会社化を通じて質屋・古物買取販売事業に進出するとともに、同社への貸付を含

む資金提供等を行い、当該事業を当社グループの有力な国内投融資事業の一角として育成していくことを目指しま

す。

本件貸付による7億円は、質預かりによる貸付事業の拡大に充当されております。

 

⑤ 中国における高齢者介護事業

当社は、平成28年8月、高齢者福祉等を支援する事業を展開する中国和禾（わか）投資株式会社との共同出資に

より、アジア和禾投資株式会社（以下、「アジア和禾」といいます。）を設立いたしました。設立目的は、(1)高齢

化が進展する中国において高齢者介護事業を展開する中国企業に対する経営支援・コンサルティング事業、(2)先進

的な介護サービス・製品設備を提供する日本企業に対し、そのサービス・製品設備を中国市場に紹介し、販売ルー

ト確立の支援を行う事業、を実施することにあります。

アジア和禾は、かかる事業の一環として、新設予定の運営会社を通じ、中国本土における高齢者介護ステーショ

ン施設の開設・買収を進めていくととともに、同運営会社に対するコンサルティング報酬や投融資を通じた収益の

確保を図ってまいります。

また、アジア和禾は、中国人研修生への日本の最先端技術・サービスの習得のための研修拠点、および、日本国

内の高齢者介護関連業界において最先端の製品設備やサービスを提供する企業向けの展示施設として、沖縄県南城

市に「沖縄国際介護先端技術トレーニングセンター」を開設する準備を進めております。

 

⑥ 事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資

当社は、日本とアジアをつなぐ架け橋となる事業の実践を目的としており、その一環としてのM&Aおよび有価証

券・不動産投資を想定しております。

投資資金の使途としては、下記を想定しております。

Ⅰ M&A

(1)非製造業、(2)早期にキャッシュ・フローを見込める、(3)アジア進出もしくはアジア企業との協業を目指

している、などの条件に合致する日本企業の株式を取得し、連結子会社化または持分法適用会社化いたします。

当社のアジアに関するネットワークを活用し、日本とアジアをつなぐビジネスの創造や企業価値の向上を目指し

ます。

Ⅱ 有価証券投資

アジア企業、またはアジアビジネスに関連する日本企業の株式を主な対象として、連結子会社化および持分

法適用会社化のいずれも前提としない純投資目的の有価証券投資を行います。しかしながら、中国を中心とする

アジア新興国の経済環境が不透明なことから、かかる投資については、社内において慎重な調査を行い、銘柄を

選定することといたします。

Ⅲ 不動産投資 

当面は、上記①のフィリピンにおける宅地開発を中心として、その完成およびプロジェクトの成功にリソー

スを集中することとし、アジア新興国の経済環境が好転するまで、新たな投資を抑制し、当社にとって経済的に

有効かつ当社業績に大きく寄与すると判断される案件のみを厳選して投資する方針です。 

 

(11)経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、第２〔事業の状況〕１〔事業等のリスク〕に記載の通り、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。ついては、当該状況を解消、または改善するため、以下の対応策を講じ

てまいります。 

 

① 優良な投資案件の選定と実行

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業創造を行ってま

いりました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーたちの知識・経験・人脈を活用して、日本、

中国のみならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当社グループ

に経常的な利益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うことにより、当

社グループの収益基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。

② 財政状態の改善

当社は、財政状態の改善を図るべく、前連結会計年度において、第9回新株予約権の行使により27,543千円、第

10回新株予約権の行使により774,000千円を調達するとともに、Sun Hung Kai Financialからの借入により27,341

千香港ドル（400,000千円）を調達しております。今後も引き続き、運転資金を確保した上で、上記の投資を実施
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するため、株式、新株予約権による直接調達、金融機関等からの借入による間接調達等、各種の資金調達の可能

性を検討し、財政状態の健全化を図ってまいります。

③ 子会社および関連会社の収益力の強化

株式会社六合（子会社）は、原価管理を徹底しながら受注の拡大に努め、更なる収益力の向上を図ってまいり

ます。アジア和禾投資株式会社（同）は、中国における高齢者介護事業を展開し、コンサルティング報酬等によ

る収益の確保を目指してまいります。Mabuhay Holdings Corporation（持分法適用関連会社）は、同社関連会社

IRC Properties Inc.による宅地開発事業を推進してまいります。株式会社トレードセブン（同）は、当社グルー

プの収益源へと育成すべく、追加資金の投入も検討してまいります。

④ 経費削減

当社グループは、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るとともに、

人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めておりま

す。今後もこの方針を継続していく所存です。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 940,000,000

計 940,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 396,835,456 396,835,456
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数 100株

計 396,835,456 396,835,456 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】
 
 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

決議年月日 平成28年７月28日

新株予約権の数（個） 300,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）1株につき25 

新株予約権の行使期間
自 平成28年８月13日

至 平成33年８月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 １株につき25

資本組入額 １株につき13

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社または当社子会社の取締役、執行役

員、監査役、顧問または従業員その他これに準ずる

地位にあることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のあ

る場合はこの限りではない。 

②新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限

として６ヵ月以内（ただし、新株予約権の行使期間

の末日までとする。）に相続人の行使を認める。 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

※（注）行使価額の調整 

新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

 

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資および新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除

く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株式数

を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発行

株式数」を「処分自己株式数」に読み替えるものとする。 

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。 

 

- 9 -

2016/11/15 16:30:13／16254136_アジア開発キャピタル株式会社_第２四半期報告書



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

        該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７－９月 ― 396,835 ― 3,618,980 ― 1,828,980 

 

（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ミズホ セキュリティーズ アジア 

リミテッド クライアント アカウン

ト 69250601                    

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部） 

12TH FLOOR, CHATER HOUSE, 8 CONNAUGHT 

ROAD, CENTRAL, HONG KONG 

(港区港南２丁目15番１号) 

11,753 2.96 

城野 親德 東京都渋谷区 10,000 2.52 

松浦 健 長崎県佐世保市 10,000 2.52 

吉冨 学 福岡県福岡市 10,000 2.52 

のぞみ１号投資事業有限責任組合 江戸川区東小岩１丁目24番15号 9,179 2.31 

辻口博啓 東京都目黒区 8,218 2.07 

シュウ エイ 東京都渋谷区 7,150 1.80 

関 喜良 東京都世田谷区 6,346 1.60 

ディービーエス バンク リミテッド 

700104          

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部） 

6 SHENTON WAY DBS BUIDING TOWER ONE 

SINGAPORE 068809                   

(港区港南２丁目15番１号) 

5,444 1.37 

吉福 優 東京都港区 5,186 1.31 

計   83,279 20.99 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      15,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 396,816,000 3,968,160 －

単元未満株式 普通株式       3,556 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 396,835,456 － －

総株主の議決権 － 3,968,160 －

（注）「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は、すべて当社保有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

アジア開発キャピタ

ル株式会社

東京都港区赤坂3丁

目5番5号
15,900 － 15,900 0.00

計 － 15,900 － 15,900 0.00

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,142,453 1,056,641 

完成工事未収入金 129,753 133,918 

有価証券 491,393 205,967 

販売用不動産 224,250 224,250 

未成工事支出金 588 5,822 

繰延税金資産 18,388 13,446 

その他 27,816 25,024 

貸倒引当金 △3,299 △3,269 

流動資産合計 2,031,345 1,661,801 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,125 1,038 

その他（純額） 6,805 5,750 

有形固定資産合計 7,931 6,788 

無形固定資産    

のれん 25,143 20,330 

無形固定資産合計 25,143 20,330 

投資その他の資産    

投資有価証券 780,353 578,532 

関係会社株式 636,456 608,240 

長期貸付金 700,000 700,000 

関係会社長期債権 478,340 429,279 

破産更生債権等 153,691 153,691 

その他 66,827 68,454 

貸倒引当金 △153,691 △153,691 

投資その他の資産合計 2,661,977 2,384,506 

固定資産合計 2,695,053 2,411,626 

資産合計 4,726,398 4,073,427 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 839,957 534,151 

未払金 15,529 7,008 

工事未払金 177,517 214,542 

未払法人税等 67,532 16,094 

未成工事受入金 73,660 174,234 

賞与引当金 9,960 10,165 

工事損失引当金 500 2,700 

完成工事補償引当金 453 239 

その他 43,916 11,213 

流動負債合計 1,229,027 970,349 

固定負債    

退職給付に係る負債 33,093 17,012 

繰延税金負債 329 308 

その他 － 1,175 

固定負債合計 33,423 18,496 

負債合計 1,262,450 988,846 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,618,980 3,618,980 

資本剰余金 1,838,744 1,838,744 

利益剰余金 △1,902,521 △2,021,242 

自己株式 △5,954 △5,954 

株主資本合計 3,549,248 3,430,527 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △198,980 △398,277 

為替換算調整勘定 95,067 △14,204 

その他の包括利益累計額合計 △103,913 △412,481 

新株予約権 926 26,126 

非支配株主持分 17,685 40,407 

純資産合計 3,463,947 3,084,580 

負債純資産合計 4,726,398 4,073,427 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 1,884,087 1,141,271 

売上原価 1,851,388 1,032,666 

売上総利益 32,699 108,604 

販売費及び一般管理費 ※１ 286,966 ※１ 283,186 

営業損失（△） △254,266 △174,581 

営業外収益    

受取利息及び配当金 74,349 290 

為替差益 － 77,560 

持分法による投資利益 － 4,879 

その他 8,987 1,310 

営業外収益合計 83,336 84,041 

営業外費用    

支払利息 6,472 22,180 

株式交付費 6,518 － 

為替差損 11,713 － 

持分法による投資損失 33,351 － 

減価償却費 532 － 

営業外費用合計 58,589 22,180 

経常損失（△） △229,519 △112,721 

特別利益    

投資不動産売却益 72,971 － 

特別利益合計 72,971 － 

特別損失    

固定資産除却損 3,761 － 

投資有価証券評価損 47,472 － 

減損損失 11,720 － 

訴訟和解金 8,000 － 

特別損失合計 70,954 － 

税金等調整前四半期純損失（△） △227,502 △112,721 

法人税、住民税及び事業税 784 843 

法人税等調整額 － 4,941 

法人税等合計 784 5,785 

四半期純損失（△） △228,287 △118,506 

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,289 219 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △239,577 △118,726 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純損失（△） △228,287 △118,506 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △234 △199,299 

為替換算調整勘定 △28,192 △109,266 

その他の包括利益合計 △28,427 △308,566 

四半期包括利益 △256,714 △427,072 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △268,015 △427,294 

非支配株主に係る四半期包括利益 11,300 222 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △227,502 △112,721 

減価償却費 1,579 1,143 

減損損失 11,720 － 

のれん償却額 1,327 4,813 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,037 △30 

賞与引当金の増減額（△は減少） △272 205 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △6,000 2,200 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △104 △214 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 683 △16,080 

受取利息及び受取配当金 △74,349 △290 

支払利息 6,472 22,180 

訴訟和解金 8,000 － 

為替差損益（△は益） △14,174 △93,765 

持分法による投資損益（△は益） 33,351 △4,879 

投資有価証券評価損益（△は益） 47,472 － 

投資不動産売却損益（△は益） △72,971 － 

固定資産除却損 3,761 － 

株式交付費 6,518 － 

売上債権の増減額（△は増加） △602,893 44,896 

有価証券の増減額（△は増加） △537,189 285,426 

たな卸資産の増減額（△は増加） 141,092 － 

未成工事支出金の増減額（△は増加） 83,984 △5,233 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 15,983 2,791 

仕入債務の増減額（△は減少） △174,180 37,025 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △159,760 100,573 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 314,784 △111,879 

その他 △841 △330 

小計 △1,199,542 155,830 

利息及び配当金の受取額 73,614 12,965 

利息の支払額 △89 △44,388 

法人税等の支払額 △2,329 △46,184 

法人税等の還付額 494 － 

訴訟和解金の支払額 △8,000 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,135,853 78,222 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △6,890 － 

投資不動産の売却による収入 200,710 － 

関係会社株式の取得による支出 △760,731 － 

出資金の払込による支出 △2,000 － 

投資有価証券の取得による支出 △58 △61 

差入保証金の差入による支出 － △2,165 

差入保証金の回収による収入 1,620 944 

資産除去債務の履行による支出 △2,750 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △570,100 △1,282 
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    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 △178,299 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 795,025 － 

非支配株主からの払込みによる収入 － 22,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー 845,025 △155,799 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,471 △6,951 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △862,399 △85,812 

現金及び現金同等物の期首残高 1,898,648 1,142,453 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,036,249 ※１ 1,056,641 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 当社グループは、第95期連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上し

ております。また、当第２四半期連結累計期間においては、引き続き174,581千円の営業損失を計上しております。

これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該重要事象等を解消し、または改善するため、以下の対応策を講じてまいります。

① 優良な投資案件の選定と実行

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業創造を行ってま

いりました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーたちの知識・経験・人脈を活用して、日本、

中国のみならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当社グループ

に経常的な利益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うことにより、当

社グループの収益基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。

② 財政状態の改善

当社は、財政状態の改善を図るべく、前連結会計年度において、第9回新株予約権の行使により27,543千円、第

10回新株予約権の行使により774,000千円を調達するとともに、Sun Hung Kai Financialからの借入により27,341

千香港ドル（400,000千円）を調達しております。今後も引き続き、運転資金を確保した上で、上記の投資を実施

するため、株式、新株予約権による直接調達、金融機関等からの借入による間接調達等、各種の資金調達の可能

性を検討し、財政状態の健全化を図ってまいります。

③ 子会社および関連会社の収益力の強化

株式会社六合（子会社）は、原価管理を徹底しながら受注の拡大に努め、更なる収益力の向上を図ってまいり

ます。アジア和禾投資株式会社（子会社）は、中国における高齢者介護事業を展開し、コンサルティング報酬等

による収益の確保を目指してまいります。Mabuhay Holdings Corporation（持分法適用関連会社）は、同社関連

会社IRC Properties Inc.による宅地開発事業を推進してまいります。株式会社トレードセブン（持分法適用関連

会社）は、当社グループの収益源へと育成すべく、追加資金の投入も検討してまいります。

④ 経費削減

当社グループは、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るととも

に、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めて

おります。今後もこの方針を継続していく所存です。 

しかしながら、新規の投資案件については当社の希望する案件が見つかるかどうかは不明であり、投資後も当社の

意図する通りの成果をもたらすかどうか不明確であります。また、資金調達についても、外部資金調達は各ステーク

ホルダーや金融機関、投資家の投資判断に依るところが大きいものであります。さらに、建築業界全体は回復基調に

あるものの、子会社の収益力向上に係る施策は、資材価格の動向や現場作業員の需給などの外部要因に大きく左右さ

れるため、計画通りに推進できない可能性があります。このため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の変更 

 当第２四半期連結会計期間より、アジア和禾投資株式会社は株式取得のため、連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の変更 

 該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更等）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これによる影響額はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成27年４月１日 
  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

給料 52,299千円 43,981千円 

役員報酬 30,353 64,979 

専門家報酬 49,575 29,138 

賞与引当金繰入額 3,861 2,813 

退職給付引費用 19,370 1,043 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 1,036,249千円 1,056,641千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 1,036,249 1,056,641
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

  該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

  当社は、平成27年４月２日から平成27年６月19日において、海外投資家から新株予約権の権利行使による払

込みを受けました。 

  この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が400,771千円、資本準備金が400,771千円増加し、当

第２四半期連結会計期間末において資本金が3,618,980千円、資本準備金が1,828,980千円となっております。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当に関する事項

  該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、投資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（有価証券関係）

  その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。

 

その他有価証券 

前連結会計年度（平成28年３月31日）

  連結貸借対照表計上額（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

株式 753,915 952,513 △198,597 

合計 753,915 952,513 △198,597

 

当第２四半期連結会計期間（平成28年９月30日）

  連結貸借対照表計上額（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

株式 554,657 952,575 △397,917 

合計 554,657 952,575 △397,917 

 

（注）以下については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

 
 

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計期間
（平成28年９月30日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

 非上場株式

 

26,438

 

23,874
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（企業結合等関係）

   該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △0円62銭 △0円30銭

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）
△239,577 △118,726

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）
△239,577 △118,726

普通株式の期中平均株式数（千株） 387,867 396,819

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

   該当事項はありません。

 

２【その他】

（1）決算日後の状況

 該当事項はありません。

（2）訴訟

  該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月14日

アジア開発キャピタル株式会社 

取締役会 御中 

 

アスカ監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 田中  大丸  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 法木  右近  印 

 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアジア開発キャ
ピタル株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月
１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四
半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アジア開発キャピタル株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
 
強調事項 
  継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、第95連結会計年度まで会社は９期連続して経常損失、親会社

株主に帰属する当期純損失を計上し、当第２四半期連結累計期間においても引き続き営業損失を計上していることか

ら、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記

載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半

期連結財務諸表に反映されていない。 
  当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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